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1.商学部における改革の原動力
ここ数年の商学部改革を動機づけた主たる要因は,商学部-の入学志願
者の減少,専修大学経済系学部間の差別化の要請,そして商学部教育内容
とその枠組みを企業や経済環境の変化に対応するべく改善させたいという
教員自身による問題意識の高まりによるものであった｡換言するならば,
それは,商学部存続に対する危機感から発するものであったといえよう｡
過去においても,商学部の先輩教員によって多くの改革が実施され,また
将来展望への提言が行われてきたが,現状の商学部は,会計学科において
は,平成17年度会計学科カリキュラム改革,そして商業学科においては,
平成18年度商学部改革に基づいて形作られている｡
2.平成17年度(現行)会計学科カリキュラムについて
平成5年に｢商学部長期構想員会報告書｣ (以下｢報告書｣)が提言した
会計学科に係わる将来構想を発展的に受け継ぐかたちで｢平成17年度会計
学科カリキュラム改革｣ (以下｢現行カリキュラム｣)が実現された｡以下
で｢現行カリキュラム｣の内容を｢報告書｣で示された会計学科のカリキュ
ラム目標と対比しながら要約する｡
(1) ｢現行カリキュラム｣の基本方針
平成5年｢報告書｣で示されたカリキュラム目標は,以下のとおりで
あった｡
第一目標:会計プロセス(取引を捕捉,認識,測定,描写および検証す
るプロセス)の修得による会計的なものの見方や考えを真に
身につける｡
第二目標:企業の活動や行動を会計的な知識を使って考え,批判できる
能力を育てる｡
第三目標:コンピュータを使って会計情報を処理する能力を身につけさ
せる｡
第四目標:会計のプロフェッショナル教育(必要とされる基礎的学問的
素養の修得,勇気づけ,刺激を与えること)を提供する｡
現行カリキュラムの基本方針は,以上の｢報告書｣の理念を継承させつ
つ,より現実の問題意識を以下の3点に置きながら策定することとした｡
(彰会計ビッグバンの到来
最近数年間に集中的かつ大胆な会計制度改革が行われたことを受けて,
会計カリキュラム内容の再点検の機会と改善努力の必要性が求められて
いる｡
(彰公認会計士試験制度の改正
平成15年6月6日に｢公認会計士法の一部を改正する法律案｣が公布
されたことに伴う公認会計士試験の新試験制度(平成18年1月1日以降
の試験から実施)の内容と会計カリキュラムとの関係を検討する必要性
がある｡また,同法律の改正内容に盛り込まれた｢専門的人材育成教育
課程｣と会計学科カリキュラムとの関係を検討する必要性がある｡
(彰会計学科カリキュラムのさらなる充実
商学部の生き残りをかけて,その好ましい評価を大学受験界から受け
るためにも魅力あるカリキュラムの実現を常にめざす姿勢を示す必要性
がある｡
以上の結果, ｢現行カリキュラム｣の基本方針は以下のように策定され
た｡これらの内容は,下図で示したように,基本的には, ｢報告書｣のカ
リキュラム構想を受け継いでいる｡
｢現行カリキュラム｣の基本方針
①会計基礎教育レベルのカリキュラム充実
(a)学生の受容能力を考慮しつつ学習到達度を測る尺度が明瞭で,会
計実務の変化にも対応している会計基礎教育レベルのカリキュラム
が充実する｡
(b)会計基礎教育レベルのカリキュラムの科目名称や内容は,日本商
工会議所主催の簿記検定試験の内容を配慮しつつ定めるものとする｡
(C)会計基礎教育レベルの会計科目に｢演習｣科目を設定する｡
(d)会計基礎教育レベルの科目について統一シラバス(講義内容の統
一,統一教科書,統一問題集および統一一試験を含む)を採用するこ
とにより講義内容が系統化されたカリキュラムとする｡
②会計分野以外の専門科目の履修拡大
(a)知的好奇心が旺盛で学問視野の広い会計学科の学生を育てるため,
商業学科の専門科目も一定範囲内で積極的に履修できるようなカリ
キュラムとする
③会計基礎教育レベルの講義科目と演習科目の少人数制
(a)きめ細かい指導を実現するために会計基礎教育レベルの科目は小
人数で展開するよう配慮する｡
④具体的職業イメージを念頭にする履修モデル設置
(a)現行カリキュラムは,会計学科の学生が将来指向している職業に
必要な知的訓練を可能にする以下の4種類の履修モデルを設定し,
それぞれに対応した専門科目の配置を行なうこととした｡また,各
履修モデルの作成に際しては,商業学科の各コースの専門科目の履
修も含めた特徴あるものとなるように配慮した｡
1)会計プロフェッショナル履修モデル
特徴:公認会計士,税理士･国税専門官等の職業的会計専門家
を将来指向する学生のための履修モデル
2)財務会計履修モデル
特徴:企業の経理や財務部門などに勤務し,主として資本市場
向けの会計報告書作成業務の専門家を将来指向する学生の
ための履修モデル
3)管理会計履修モデル
特徴:企業の製造関連部門や経営管理部門などで,会計学の専
門知識を活用できる生産管理責任者や経営者を将来指向す
る学生のための履修モデル
4)財務情報分析履修モデル
特徴:シンクタンクや企業格付け,コンサルティング関連部門
に従事し,会計情報を利用して,企業活動戦略の策定や企
業外部からの企業活動分析を行う専門家を将来指向する学
生のための履修モデル
⑤会計教育での工夫(例: IT機器利用の教育)
(a) ｢工夫｣された会計科目を設定するよう配慮する(例:IT機器利
用の会計教育など)｡
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3.平成18年度商業学科カリキュラム改革について
商学部商業学科は,平成18年度からそのカリキュラム及びコースの再編
成を伴った改革案の実施に移そうとしている｡改革案の策定にあたっては
以下のような問題意識が共有された｡すなわち, 2007年の大学全入時代の
到来を控え,そのなかで商学部のポジションをどう確保するか,マーケッ
ト規模が縮小するなかで｢教育の中身の充実｣をはかりつつ,同時に受験
生をどう確保するかである｡
以上の問題意識に基づいて,次のような改革内容が承認され,平成18年
度から実施されることとなった｡
平成18年度商学部商業学科改革の骨子
(1)商業学科の名称変更を行い,商業学科の名称をマーケテイング学科へ
変更する｡
コース制の拡充を前提に,伝統的名称である商業学科を現代的名称であ
るマーケテイング学科に変更することとした｡
(2)商業学科コース制の拡充し,現在の3コース制を下記の4コース制へ
拡充する｡
(平成17年度: 3コース)
マーケテイングコース
ファイナンスコース
産業システムコース
(平成18年度: 4コース)
マーケテイングコース
ファイナンスコース
グローバルビジネスコース
ビジネスインテリジェンスコース
現行コースのなかで,マーケテイングコースとファイナンスコースは,
これまでの教育理念とカリキュラムをベースに既存の科目の統廃合と新設
科目の再検討を行なう｡新設の2つのコースについては,既存の産業シス
テムコースの再編を内包しつつ,より教育内容を明確にするために,一つ
は経営学や企業論など企業のビジネス活動をより鮮明にしたグローバルビ
ジネスコースとした｡もう一つのビジネスインテリジェンスコースは,商
学部教育の基礎的な部分を構成する経済学および情報関連の科目を中心に
配置し,その分野のより専門的な勉学を志ざす者を包摂しつつ,とくに公
務員やIT関連企業に就職を希望する学生,高校情報科目免許取得,海外
留学などを希望する者を対象として教育を行なうことを目的としたコース
とした｡
(3)基礎専門科目は,現行の学科共通の専門基礎科目のあり方を基本的に
踏襲した｡
(4)コース専門科目は,以下の内容を考慮して, 16項目にわたる再編成を
行った｡
①新カリ実施にあたっては,学生の視点に立って授業科目配置･展開数
(曜日･時限)の設定を行なう｡とくに同　一コースの専門科目のバッ
ティング,再履科目の設定に配慮すること｡
②コース選択者数が想定コース学生数の一定割合を割ったときには当該
コースの存否を検討する｡
③英語教育,とくに専門科目としての充実をはかる｡その一つとして
｢外書講読｣科目の見直しと｢ビジネス英語｣の強化が必要である｡
(5)教育の中身の改善を重視する改革とした｡
学科やコースについての入れ物の改革よりも,地道な｢教育の中身の改
善｣が先決との教授会構成員の意見を受けて具体策を策定した｡ここでは
改善項目は以下の5点に絞ってある｡
(手シラバス重視,採点評価の厳密化
②基礎専門科目の複数展開科目の教材,期末試験の共通化
③学生へのケアの促進
(彰ゼミナールの強化･充実
(釘ゼミナール末履修者のための指導強化
4.平成18年度二部商業学科カリキュラム改革について
一部商業学科の改革に伴って,以下のような二部商業学科の部分改革も
行った｡
(1)商業学科の名称変更し,商業学科の名称をマーケテイング学科に変更
する｡
(2)学科名の名称変更にともなって,専門科目の新設と名称変更を行なっ
た｡
二部商業学科の改革は必要最小限の改訂にとどめ,カリキュラムの全体
的な見直しについては平成19年度実施をめざして改めて検討することとし
た｡
